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は じ め に
日本国内で発見される難聴児の実数を把握し，早期療育に結びついているかなどの動向を把握することは，難聴児に
対する施策を考える上で重要となる．日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会（以下，日耳鼻）は，各地方部会長から推薦のあ
った新生児聴覚スクリーニング後および乳幼児健診後の精密聴力検査実施医療機関（以下，精査担当機関）に調査を依
頼し，難聴児の実数と動向を把握するための調査を２年に１度実施している．
調査は例年実施している「難聴疑いで精査機関に紹介された０歳児に関する調査」に，今回から「精査機関で発見さ
れた１～６歳の難聴児に関する調査」を加えた．調査を依頼した精査担当機関は精密聴力検査機関１４７カ所と，二次聴
力検査機関２６１カ所の計４０８の医療機関である．なお，精密聴力検査機関および二次聴力検査機関は表１に示す推薦要件
と図１に示す各精査担当機関の役割を参考に，各都道府県の地方部会長が推薦し，要件を満たしているかどうかを日耳
鼻が確認したのちに日耳鼻のホームページ１）で公開をしている．

表 1 精密聴力検査機関，二次聴力検査機関の条件（日本耳鼻咽喉科学会，２０２０）

精密聴力検査機関の条件
難聴疑い児の最終診断を行い，療育・教育施設と連携しながら将来にわたって聴覚管理ができる医療施設（原則
として，以下の６条件を満たす）．

１． ０歳児を含めて速やかに連携できる難聴幼児の療育・教育施設（註１）がある．
２． 小児難聴診療に携わる耳鼻咽喉科医師と言語聴覚士がいる．
３． ABRもしくは ASSR機器がある．
４． OAE機器がある．
５． 乳幼児聴力検査（BOA・COR・遊戯聴力検査）の検査設備（防音室および校正されたスピーカ出力つき

のオージオメータ）がある．
６． 乳幼児聴力検査（BOA・COR・遊戯聴力検査）を実施する言語聴覚士・医師・臨床検査技師・看護師が

いる．

二次聴力検査機関の条件
難聴疑い児について難聴の有無を診断し，精密聴力検査機関へ遅滞なく紹介できる医療施設（原則として，以下
の３条件を満たす）．

１． ABRもしくは ASSRがある．
２． 施設内に耳鼻咽喉科医師がいる（常勤，非常勤は問わない）．
３． ０歳児を含めて速やかに紹介できる精密聴力検査機関がある．

註１）療育・教育施設（療育機関）とは，地域と連携して未就学の聴覚障害児の個別相談とグループ支援が実現できる
施設を指す．従来の難聴幼児通園施設といわゆるろう学校（現，聴覚特別支援学校）が主に該当する．
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Ⅰ．「難聴疑いで精査機関に紹介された０歳児に関する調査」
調 査 対 象
当該精査担当機関の初診日が２０２０年１月から１２月までの０歳児のうち，難聴を疑われて受診をした児を調査対象とし

た．ただし，ほかの医療機関で難聴と診断されたのちに，補聴器の適合や人工内耳の適応を検討のために紹介され受診
した児は調査対象から除外している．また，新生児聴覚スクリーニングとして，自動 ABRではなく ABR（いわゆる
conventional ABR）を依頼された児も調査対象外としたが，その結果として精密聴力検査を実施した児は含めることに
した．
なお調査は２０２１年２月から６月の間に行った．

１） 受診状況について
聴覚検査を目的に調査対象機関を受診した０歳児の人数を２０１８年と２０１６年と比較して表２に示す．２０１６年の受診人数
が，２０２０年および２０１８年の精密聴力検査機関での受診人数にほぼ一致しており，０歳で受診した総人数が２０１８年以降増
えた主な要因は二次聴力検査機関を設置したことによると考えられる．二次聴力検査機関を設置した狙いは，地域事情
によりすぐに精密聴力検査機関を受診しにくい場合に，その前に受診しやすい医療機関を設けることにあったため順当
な結果と推察する．

表 2 聴覚検査の目的で初診した０歳児の受診人数
数値下段の（ ）内は精密聴力検査機関に限った人数（以下同様）

２０２０年 ２０１８年 ２０１６年

６，８１７
（４，７６８）

６，８５４
（４，９７６）

４，６７２

その一方で，０歳児の初診時月齢をみると，４カ月未満で精密聴力検査機関に受診した人数は大きく変化していない
が，４カ月以降に精密聴力検査機関を受診した人数が増えていた（表３）．これは二次聴力検査機関で ABR等による聴
覚評価が行われた後に精密聴力検査機関に紹介される児が増えたことが影響していると考えられる．いわゆる１―３―６
ルール２）に沿って難聴の診断を確定させ補聴器装用の適否を判断しようとすれば，精密聴力検査機関を受診する時期は
４カ月未満であることが望ましいが，精密聴力検査機関を受診した４，７６８例のうち，３割以上がそれを実現できていな
かった．

図 1 精密聴力検査機関と二次聴力検査機関の概念
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表 3 初診時月齢

２０２０年 ２０１８年 ２０１６年

① 生後１４日以内
１，０３１
（ ５３０）

８４８
（ ５２０）

５５５

② １５日以上１カ月未満
１，０１８
（ ６９０）

９１８
（ ６５１）

６２７

③ １カ月以上４カ月未満
２，７９７
（２，０１５）

３，１０３
（２，３１９）

２，３２５

④ ４カ月以上７カ月未満
１，３０９
（１，０１７）

１，２５４
（ ９４６）

７６９

⑤ ７カ月以上
６６２

（ ５１６）
６５６

（ ５４０）
３９６

合計
６，８１７
（４，７６８）

６，７７９
（４，９７６）

４，６７２

二次聴力検査機関の多くは聴力を確定するために必要な条件詮索反応聴力検査（conditioned orientation response

audiometry : COR）を実施できない．そのため，ABR等で難聴の可能性が高いと判断された場合には，速やかに精密
聴力検査機関等に紹介して，難聴かどうかを確定させるための精密聴覚検査が実施されることが推奨される．
本調査ではこのような症例に加えて，里帰り分娩等で一時的に精査担当機関を受診し，難聴を確定させることができ
なかった例を以下の検討対象から除外することとした（表４）．これは難聴児の人数などを数える際に，同一症例が重
複して集計結果に含まれることを避けるためである．

表 4 一時的な受診で難聴かどうかを確定させることができなかった例

精密聴力検査機関 二次聴力検査機関

里帰り分娩等で一時的な説明を実施した例に該当 １１９ ５７
COR等の精査目的に二次・精密聴力検査機関に
紹介した例に該当 ７７ ３９０

無回答 ０ ５６

以下の設問における検討対象 ４，５７２ １，５４６

以下の検討は精密聴力検査機関を受診した４，５７２例と二次聴力検査機関１，５４６例，合わせて６，１１８例について実施する
こととする．２０２０年は全国で８３１，８２４例が出生しており，今回の対象数は全出生数の０．７４％に相当する．

２） 新生児聴覚スクリーニングと聴力検査結果
新生児聴覚スクリーニングの結果と精密聴力検査の結果を表５で比較する．両側難聴に着目すると，両側リファー児
の５３．５％が両側難聴と診断されていた．加えて，片側リファー児であっても６．３％が両側難聴であったこと，さらに何
らかの理由で後から難聴が疑われた両側パス児の３．４％が両側難聴であったことには注意が必要である．
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表 5 新スクの結果と精密聴力検査の結果

① 両側
異常なし

② 片側難聴
③ 片側難聴
（新スクと反対側）

④ 両側難聴 ⑤ 未評価 合計

① 片側要精検
（リファー）

１，７７９
（１，１６４）

１，０９２
（ ８７０）

３８
（ ２７）

２０２
（ １６７）

１０４
（ ８４）

３，２１５
（２，３１２）

② 両側要精検
（リファー）

６１４
（ ４２７）

１４９
（ １２２）

９４２
（ ８２５）

５７
（ ４１）

１，７６２
（１，４１５）

③ 両側異常なし
（パス）

７２１
（ ５６９）

２１
（ １８）

２７
（ ２２）

３６
（ ２８）

８０５
（ ６３７）

④ 新スクを受けたが
その結果が不明

３８
（ １６）

１０
（ ７）

８
（ ７）

３
（ ０）

５９
（ ３０）

⑤ 新スクを受けてい
ないか，受けたか
どうかが不明

１９４
（ １１０）

２８
（ ２５）

３８
（ ３１）

１７
（ １２）

２７７
（ １７８）

合計 ３，３４６
（２，２８６）

１，３００
（１，０４２）

３８
（ ２７）

１，２１７
（１，０５２）

２１７
（ １６５）

６，１１８
（４，５７２）

本調査の結果として両側難聴児は２０２０年に１，２１７例見つかった．２０１８年，２０１６年と比較して両側難聴児数が減ってい
るが，これを人口１万人あたりの人数に換算すると１５人前後であったため，大きな差異はない（表６）．この値は過去
の報告で予測された値３）にも一致しており，二次聴力検査機関を導入する以前の２０１６年と比較すると新生児聴覚スクリ
ーニングとして理想に近づいた状態ということができる．

表 6 出生１万人当たりの難聴児数

２０２０年 ２０１８年 ２０１６年

両側難聴児数（０歳） １，２１７ １，４２８ １，３８９

０歳の人口（各年１０月１日時点） ８３１，８２４ ９２６，２０２ ９８６，４７３

出生１万人当たりの難聴児数 １４．６ １５．４ １４．１

しかし，都道府県別に難聴児の発見数をみてみると県ごとで難聴児の発見率にばらつきが大きいことが分かる
（図２）．地域で中心的な役割を担っている医療機関が県内にあると，その医療機関に県外からの受診もあり，期待値よ
りも多い両側難聴児が調査対象として上がってくるが，人口比からすると明らかに難聴児の発見が少なすぎる県もあ
る．難聴児の発見率が小さい県については，新生児聴覚スクリーニング後に必要な精査が確実に実施されているかどう
かを見直す必要がある．

図 2 都道府県別の両側難聴児数（人口１万人あたり）
横軸に０歳児の難聴児数，縦軸に１～６歳児の難
聴児数を示す．破線は全国平均（０歳児 : １４．７
人，１～６歳児 : ０．６８人）．
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３） 補聴器の適合と療育の適応について
表７には聴力検査結果と補聴器適合の有無を比較した結果を示す．なお，「④ 両側難聴」にもかかわらず補聴器の適
合に関して無回答だった３例について，該当する医療機関に複数回問い合わせたが再回答はなかった．

表 7 聴力検査結果と補聴器の適合の有無

Ａ ; 補聴器を適合
していない

Ｂ ; 補聴器を
適合した

Ｃ ; 補聴器適合の要否
判断ができない

無回答 合計

① 両側異常なし
３，３４０
（２，２８０）

６
（ ６）

３，３４６
（２，２８６）

② 片側難聴
１，３０２
（１，０３４）

２１
（ ２０）

１５
（ １５）

１，３３８
（１，０６９）

④ 両側難聴
４３５

（ ３４３）
６９５

（ ６３９）
８４

（ ７０）
３

（ ０）
１，２１７
（１，０５２）

⑤ 未評価
８７

（ ６８）
５２

（ ３８）
７８

（ ５９）
２１７

（ １６５）

合計
５，１６４
（３，７２５）

７１６
（ ６５９）

１５７
（ １２９）

８１
（ ５９）

６，１１８
（４，５７２）

両側難聴例に注目すると，両側難聴で「Ａ ; 補聴器を適合していない」例は３５．７％，「Ｂ ; 補聴器を適合した」例は
５７．２％であった．これを精密聴力検査機関の例だけで検討すると「Ａ ; 補聴器を適合していない」例は３２．６％，「Ｂ ;

補聴器を適合した」例は６０．７％であった．

表 8 「Ｃ ; 補聴器適合の要否を判断できない」児の措置

両側異常なし 片側難聴 両側難聴 未評価 合計

① 良聴耳が 40dB以上と確定診断が
得られず自院で経過観察中

３
（ ３）

７
（ ７）

２７
（ ２２）

１９
（ １４）

５６
（ ４６）

② 療育機関や教育機関に紹介をし
て，そこと連携をしながら観察中

５
（ ５）

３１
（ ２９）

２
（ ２）

３８
（ ３６）

③ そのほか
３

（ ３）
１

（ １）
１７

（ １３）
２２

（ １７）
４３

（ ３４）

無回答
２

（ ２）
９

（ ６）
９

（ ５）
２０

（ １３）

合計
６

（ ６）
１５

（ １５）
８４

（ ７０）
５２

（ ３８）
１５７
（１２９）

補聴器適合の要否を判断できない例の診断後の措置を診断結果と比較したものが，表８である．両側難聴で診断後の
措置が「③そのほか」となっていた１７例のうち４例は転居のために経過が追えなくなった例である．また，外国籍の１
例がドロップアウトしていた．
次に，補聴器（あるいは補聴補助装置）を適合した例の診断後の措置について集計をした（表９）．両側難聴例に補

聴器を適合した後の措置として「療育機関・教育機関で療育」とした例が３５１例，それ以外で療育とした例（回答①と
②）が２９８例であった．これらは両側難聴が判明した１，２１７例の５３．３％に相当し，補聴器を適合せず療育機関と経過観察
をしている３９例と補聴器の要否が判定できないままに療育機関と経過観察をしている３１例（表８の②）を合わせても，
両側難聴と判明した例の５９．１％にしかならなかった．今回の調査では精査機関と療育・教育機関との連携が課題として
あげられる．
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表 9 「Ｂ ; 補聴器を適合した」児の措置

片側難聴 両側難聴 合計

① 療育は自院内の施設で実施
１６

（ １６）
２４０
（２３１）

２５６
（２４７）

② 療育は言語聴覚士がいるほ
かの医療機関で実施

２
（ ２）

５８
（ ５６）

６０
（ ５８）

③ 療育は自院以外の療育機
関・教育機関で実施

３５１
（３１３）

３５１
（３１３）

④ まだ療育せずに（自院他院
を問わず）観察中

３
（ ２）

４２
（ ３５）

４５
（ ３７）

⑤ そのほか
４

（ ４）
４

（ ４）

合計
２１

（ ２０）
６９５
（６３９）

７１６
（６５９）

４） １―３―６ルールの適応状況について
新生児聴覚スクリーニングにおける１―３―６ルールが，どの程度実現できているのかを検討する目的で，両側難聴例
に限って方針決定時の月齢と補聴器の適応の有無，療育の有無と比較したものが表１０と表１１になる．
難聴の診断は生後３カ月までに実施されることが望ましいが，両側難聴例でそれが実現できたのは２０．０％（２４４/

１，２１７）に過ぎなかった．これを生後６カ月までに拡大しても６６．４％（８０８/１，２１７）であり，１/３の両側難聴例は生後
６カ月を過ぎて難聴と診断されていた．これは表３における生後４カ月を超えて精密聴力検査機関を受診した割合と一
致していた．

表10 方針決定時の月齢分布（両側難聴例のみ，補聴器適合の有無と比較）

Ａ ; 補聴器適合なし Ｂ ; 補聴器適合あり Ｃ ; 補聴器適合の判定未 無回答 合計

① 生後０カ月
２０

（ １８）
２１

（ ２０）
４

（ ２）
１

（ ０）
４６

（ ４０）

② 生後１カ月以上
３カ月未満

７６
（ ５７）

１０８
（ １０２）

１３
（ ８）

１
（ ０）

１９８
（ １６７）

③ 生後３カ月以上
６カ月未満

１６８
（ １３４）

３５７
（ ３３１）

３８
（ ３５）

１
（ ０）

５６４
（ ５００）

④ 生後６カ月以上
１２カ月未満

１４５
（ １１４）

１７５
（ １５９）

２３
（ ２０）

３４３
（ ２９３）

⑤ 生後１２カ月以上
２６

（ ２０）
３０

（ ２３）
６

（ ５）
６２

（ ４８）

無回答
４

（ ４）
４

（ ４）

合計
４３５

（ ３４３）
６９５

（ ６３９）
８４

（ ７０）
３

（ ０）
１，２１７
（１，０５２）
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表11 方針決定時の月齢分布（両側難聴で補聴器を適合した例のみ，療育の有無と比較）

療育は
自院内の
施設で実施

療育は言語聴覚士
がいるほかの
医療機関で実施

療育は自院以外の
療育機関・
教育機関で実施

まだ療育
せずに
観察中

そのほか 合計

① 生後０カ月 ６
（ ６）

２
（ ２）

１２
（ １１）

１
（ １）

２１
（ ２０）

② 生後１カ月以上
３カ月未満

３８
（ ３６）

１０
（ １０）

５６
（ ５２）

４
（ ４）

１０８
（１０２）

③ 生後３カ月以上
６カ月未満

１１９
（１１７）

２８
（ ２７）

１９１
（１６９）

１６
（ １５）

３
（ ３）

３５７
（３３１）

④ 生後６カ月以上
１２カ月未満

６４
（ ６２）

１４
（ １３）

７９
（ １０）

１７
（ １３）

１
（ １）

１７５
（１５９）

⑤ 生後１２カ月以上 １１
（ ８）

２
（ ２）

１３
（ １１）

４
（ ２）

３０
（ ２３）

無回答 ２
（ ２）

２
（ ２）

４
（ ４）

合計 ２４０
（２３１）

５８
（ ５６）

３５１
（３１３）

４２
（ ３５）

４
（ ４）

６９５
（６３９）

表１０において補聴器を適合された両側難聴児６９５例を抜き出して，療育の有無と比較した結果が表１１である．補聴器
を適合された両側難聴児のうち生後６カ月未満に方針が決まっていた例は６９．９％（４８６/６９５）であり，生後６カ月未満
に自院他院を問わず療育を受けていた例は６６．５％（４６２/６９５）であった．

ま と め
１） 精密聴力検査機関１４７カ所，二次聴力検査機関２６１カ所から報告された０歳で難聴が疑われた例は６，８１７例であっ

た．このうち６，１１８例について詳細な検討を行った．これは全国の出生児の０．７４％に相当する．
２） 片側難聴が１，３３８例，両側難聴が１，２１７例みつかった．両側難聴児は人口１万人あたり１４．６人見つかったことにな

るが，都道府県別にみると両側難聴児の発見率に大きなばらつきがあった．
３） 両側難聴の３割以上に補聴器が適合されていなかった．
４） 両側難聴で補聴器を適合された例の中には療育・教育を受けていない例，補聴器の適合の要否が判断できていな

い例が少数ながら報告された．
５） 難聴の診断，補聴器の適合，療育・教育の開始が１―３―６ルールから遅れている例を，両側難聴児の約１/３に

認めた．

Ⅱ．「精査機関で発見された１～６歳の難聴児に関する調査」
は じ め に
乳幼児健診における難聴スクリーニングのあり方を検討することを最終目的として，今回から１歳から６歳までの両
側難聴児，片側難聴児などが精査機関でどの程度診断されているか，その実態を把握するための調査を実施した．

調 査 対 象
以下の条件を満たした児について，全国の精密聴力検査機関・二次聴力検査機関より症例を収集した．
① ２０２０年１月から１２月までに初診をした幼児であること．
② 初診時の年齢が１歳以上７歳未満であること．
③ 調査医療機関で難聴（聴覚情報処理障害，機能性難聴を含む）と診断した児であること．
④ 難聴と診断したが，滲出性中耳炎の治療や聴力改善手術により難聴ではなくなった児は含まない．

125―1238 2022



⑤ ほかの医療機関で難聴と診断され，補聴器や人工内耳の適応が検討された後に紹介された児を含まない．
（難聴と確定しており，補聴器適合や人工内耳の手術を目的に紹介された児を含まない）
（難聴かどうか未確定で，「難聴だったら補聴器や人工内耳の適応を検討してください」という症例は含む）

⑥ ほかの医療機関で難聴と診断されていても，補聴器や人工内耳の適応が検討されていない児は含む．
なお調査は０歳児と同じく２０２１年２月から６月に行った．

１） 難聴児の発見について
精密聴力検査機関と二次聴力検査機関で診断された片側難聴，両側難聴，聴神経難聴スペクトラム（Auditory Neuro-

pathy Spectrum Disorder : 以下，ANSD），聴覚情報処理障害（Auditory Processing Disorder : 以下，APD），機能性難
聴について，初診時の年齢と比較した結果が表１２である．

表12 聴覚検査の結果と初診時年齢

初診時年齢 １ ２ ３ ４ ５ ６ 合計

② 片側難聴（対側難聴なし） ５６ ２１ ３８ ５０ ７９ １５８ ４０２
③ 両側難聴（良聴耳 40dB未満） ３２ １６ ２５ １８ ２５ ４９ １６５
④ 両耳難聴（良聴耳 40dB以上 70dB未満） ２５ １７ ２４ ２６ ２８ ２６ １４６
⑤ 両耳難聴（良聴耳 70dB以上） ２９ ２１ １３ ５ ６ ４ ７８
⑥ ANSD ３ １ ０ ３ ０ ２ ９
⑦ 聴覚情報処理障害（APD） ２ ６ ４ ４ ４ ２ ２２
⑧ 機能性難聴 ０ １ １ ３ ９ ５２ ６６

合計 １４７ ８３ １０５ １０９ １５１ ２９３ ８８８

回答①として「難聴の疑いあり」という回答も準備していたが，各精査機関が集計する際の便宜のために用意した回
答であり，今回の集計対象からは外している．以下，「② 片側難聴（対側難聴なし）」は「片側難聴」，「③ 両側難聴
（良聴耳 40dB未満）」は「軽度難聴」，「④ 両側難聴（良聴耳 40dB以上 70dB未満）」は「中等度難聴」，「⑤ 両耳難聴
（良聴耳 70dB以上）」は「高度難聴」と表記することにする．結果として，２０２０年の１年間に片側難聴が４０２例，両側
難聴が３８９例，ANSDが９例，APDが２２例，機能性難聴が６６例発見されていた．
両側難聴と診断された年齢に注目すると，高度難聴は１歳で見つかった例が最も多く，大半が３歳までに見つかって
いたが，中等度難聴は６歳までの各年齢に均等に分布しており，軽度難聴では片側難聴と同様に６歳で見つかった例が
最も多かった．これは就学時健診や学校健診で要精査になった例が含まれていることが理由であり，精密聴力検査機関
や二次聴力検査機関以外の医療機関で診断され，今回の集計に加わっていない例も相当数あると考えられる．そのた
め，６歳以下で発見される片側難聴，軽度難聴，中等度難聴の実数はさらに多いと推察される．

図 3 都道府県別の３歳児健診の精密健診票発行率と
１～６歳児における両側難聴児発見率の比較
（３歳児健診の健診方法・集計方法が他県と異な
る４県を除く）
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図２および図３では都道府県別に両側難聴児の発見率を比較したが，１～６歳で発見された両側難聴児は全国平均で
１万人あたり０．６８人であった．Davisら３）はコーホート研究で１歳以上の幼児では就学までに１万人あたり２人の両側
難聴児が見つかるとしており，これと比較すると今回の集計結果はかなり低率であり，Davisらの報告通りに両側難聴
児がみつかった県は４県に限られた．６歳で精密聴力検査機関と二次聴力検査機関以外の医療機関で両側難聴児が診断
されている可能性があることを加味しても，就学時点での両側難聴の見逃し例があることが懸念される．
図３には３歳児健診の精密健診票発行率と１～６歳児における両側難聴児の発見率を都道府県ごとに比較して示す．
両者には弱いながらも正の相関関係（Spearmanの順位相関係数が０．３６１; p＜0．01）があり，３歳児健診で精密健診票
の発行率が高いと，１～６歳で発見される両側難聴が増える可能性があるという結果であった．１～６歳で発見された
両側難聴児数が少ない県においては３歳児健診から見直す必要があると考えられた．

２） 主訴について
聴力検査結果ごとに主訴を集計した結果を表１３に示す．軽中等度難聴では「① 家族が難聴を疑って来院」が主訴と
して最も多いが，次いで多い主訴が「⑤ ことばが遅い」であったことは注目に値する．高度難聴でも「⑤ ことばが遅
い」が主訴として最も多い．さらに「② 保育園・幼稚園で難聴を疑われた」という回答も多かった．片側難聴と軽度
難聴については「⑨ 就学時健診・学校健診で」難聴を指摘されたとする例が多く，難聴発見の年齢が高くなっている
現状を示している．

表13 主訴による分類

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴 ANSD APD

機能性
難聴 合計

① 家族が難聴を疑って来院 ８０ ３２ ３８ ２１ ４ ２ １５ １９２
② 保育園・幼稚園で難聴を疑われた ３７ １８ １５ ８ ０ ０ ７ ８５
③ 本人が聞こえにくいと言う ４３ ４ ８ ０ １ ０ １６ ７２
④ 発音がわるい １１ １０ ８ １ ０ ５ ０ ３５
⑤ ことばが遅い ２４ ２３ ２５ ２２ ２ １２ ０ １０８
⑥ 保護者が発達障害を疑って来院 ０ １ ０ ０ １ ０ １ ３
⑦ 保育園・幼稚園で発達障害と疑われた ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
⑧ 保健センターに受診を勧められた ４１ １８ ９ ３ ０ １ ０ ７２
⑨ 就学時健診・学校健診で難聴の疑い ６４ ２１ ８ ０ ０ ０ ２１ １１４
⑩ そのほか １０２ ３８ ３５ ２３ １ ２ ６ ２０７

合計 ４０２ １６５ １４６ ７８ ９ ２２ ６６ ８８８

３） 新生児聴覚スクリーニングと乳幼児健診の結果との比較
新生児聴覚スクリーニングの結果と診断結果を比較した（表１４）．どの難聴も両側パスであった例が最も多く，１歳
以上の難聴の診断においては新生児聴覚スクリーニングの結果が両側パスであったということはあまり意味をなさな
い．ただし，今回の報告では新生児聴覚スクリーニングの結果が確認できていない例が３割近くに上っており，表１５の
乳幼児健診の結果と合わせて精密聴力検査機関と二次聴力検査機関において，聴覚スクリーニングの結果が確認されて
いない現状にも留意すべき点があると思われる．

表14 新生児聴覚スクリーニングの結果

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴 ANSD APD

機能性
難聴 合計

① 片側リファー ８１ １１ ７ １ ０ ０ ０ １００
② 両側リファー １０ １７ ３４ １０ １ ０ ０ ７２
③ 両側パス １７５ ６０ ５５ ３９ ６ ２０ ２４ ３７９
④ 新スクを受けたが，その結果が不明 ３７ １８ １０ ３ ０ ０ １２ ８０
⑤ 新スクを受けていないか，受けたか
どうかが不明 ９９ ５９ ４０ ２５ ２ ２ ３０ ２５７

合計 ４０２ １６５ １４６ ７８ ９ ２２ ６６ ８８８
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１歳６カ月児健診および３歳児健診の結果と診断結果を比較し，表１５に示す．まず，乳幼児健診の結果を確認できて
いない例が半数近くに上っていた．本調査の目的の一つが乳幼児健診とその後の聴覚精密検査のあり方を考えることだ
と考えると，乳幼児健診の結果が把握できていないことは問題であり，精密聴力検査機関と二次聴力検査機関には改め
て初診時の問診等で乳幼児健診の結果を確認することを依頼した．
今回は乳幼児健診の結果が確認できた事例だけでの検討になったが，片側難聴および軽度難聴・中等度難聴では乳幼
児健診パス例が要精査例を上回っていた．高度難聴では比率として要精査例が多いもののパス例も相当数あり，乳幼児
健診における聴覚検診の方法や精密健診票の発行基準を再検討する必要があるようにも思われる．

表15 乳幼児健診の結果との比較

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

ANSD APD
機能性
難聴

合計

１歳半児健診でも３歳児健診でも要精査 ２ １ ３ １ ０ １ ０ ８

１歳半児健診で要精査 １６ ９ ３ ８ ２ ３ ０ ４１

３歳児健診で要精査 ２９ １８ ２０ ５ ０ ３ ０ ７５

どちらかの健診で発達障害の疑い ３ ２ ２ ４ ０ １ １ １３

どちらかの健診で様子をみましょう ７ ６ ９ ７ １ １ １ ３２

どちらかの健診でパス
（両方の健診でパス）

１２６
（１０７）

３３
（ ２８）

３３
（ ２３）

６
（ ２）

１
（ １）

１０
（ ６）

２２
（ ２０）

２３１

健診を受けていない ２ １ ０ ０ １ ０ ０ ４

健診を受けたかどうか不明
健診を受けたが結果不明

１９２ ８３ ６５ ３６ ４ ３ ４２ ４２５

１歳半児健診を受ける年齢に
達していない

２５ １２ １１ １１ ０ ０ ０ ５９

合計 ４０２ １６５ １４６ ７８ ９ ２２ ６６ ８８８

４） 補聴器の適合・補聴支援システムの適応がなかった例について
表１６には補聴器および補聴支援システムの適応に関してまとめた．このうち，両側難聴であったにもかかわらず，補
聴器・補聴支援システムを適応しなかった理由についてまとめたものが表１７となる．

表16 補聴器適合・補聴支援システムの適応の有無

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

ANSD APD
機能性
難聴

合計

なし ３８７ １２６ ３３ ８ ５ ２１ ６６ ６４６
あり １５ ３９ １１３ ７０ ４ １ ０ ２４２

合計 ４０２ １６５ １４６ ７８ ９ ２２ ６６ ８８８

表１７の回答については，アンケート実施時には回答の選択肢は①～⑤であったが，「⑤ そのほかの理由」を選択した
例が多く，その内容から回答⑥～⑧を追加した上で，「⑤ そのほかの理由」を選択した例に再問い合わせをして，改め
て集計をした．
高度難聴において，全身状態が不良等によって補聴器を適合できなかった例が多数を占めるのにたいして，中等度難
聴において家族が補聴器装着を承知せず適応できなかった例が９例あった．さらに補聴器適合の判断ができていないた
めに補聴器が適応されていない例が７例あり，中等度難聴における補聴器適合の難しさを裏付ける結果と言える．な
お，中等度難聴で「⑤ そのほかの理由」の５例のうち３例は「滲出性中耳炎だから」という理由であり，精査担当機
関の治療態度として疑問のある回答であった．
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表17 両側難聴で補聴器適合・補聴支援システムの適応をしなかった理由（複数回答あり）

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

合計

① 軽度難聴で経過観察中． ３ １０２ ５ １１０
② 全身状態不良等の理由で補聴器を適合する余裕がない． １ ５ ６ １２
③ 主に経済的な理由で補聴器の適合を見合わせる． ０
④ ③以外の家族が決定した方針に従う． ６ ９ １ １６
⑤ そのほかの理由． ２ １８ ５ １ ２９
⑥ 補聴器を適合すべきかどうか判断がつかず，保留とした． ４ ４ ８
⑦ 補聴器を適合すべきかどうか判断がつかず，ほかの医療機関・
療育機関に判断を任せた．

３ ３

⑧ 早期に人工内耳を適応するために補聴器を処方しなかった． １ １

補聴器・補聴支援システムを適応しなかった場合の措置の回答をみても同じような問題が垣間見える（表１８）．高度
難聴の「⑦そのほか」の６例は全身状態が不良で補聴器が適応できなかった例であるが，中等度難聴で補聴器が適合さ
れず療育や言語聴覚療法も実施されていない例が少なくとも８例あった．これら症例に関してその詳細な理由は調査し
ておらず，個々に特別な事情が存在した可能性は否定できないが，一般に中等度難聴では確実に言語発達に影響が出る
ことを鑑みると，中等度難聴と診断した限りは，少なくとも言語聴覚療法，療育機関・教育機関との連携などなんらか
のアプローチは必要であろう．今後こうした例については，詳細を調査し，学会としても積極的に啓発していくことを
検討したい．

表18 補聴器適合・補聴支援システムの適応をしなかった場合の措置

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

ANSD APD
機能性
難聴

合計

① 聴力に問題なく経過観察 ２ １０ １８ ３０
② 両側難聴だが，経過観察
（療育・STあり）

２２ ６ ２８

③ 両側難聴だが，経過観察
（耳鼻咽喉科で経過観察）

９ ７７ ８ １ ９５

④ 片側難聴として経過観察 ３６６ ２ ２ ３７０
⑤ APD・機能性難聴として経過観察
（療育・STあり）

１ １９ １ ２１

⑥ APD・機能性難聴として経過観察
（耳鼻咽喉科で経過観察）

１ １ ２６ ２８

⑦ そのほか １０ １３ １３ ６ １ ２１ ６４
無回答 ２ ６ ２ １０

合計 ３８７ １２６ ３３ ８ ５ ２１ ６６ ６４６

５） 補聴器の適合や補聴支援システムの適応があった例について
一方，補聴器の適合・補聴器支援システムの適応があった例についてその後の措置をみてみると（表１９），多くの例

で療育・教育が実施されていたが，ここでも中等度難聴例で療育・教育が実施されていない割合が多く，中等度難聴例
に対するアプローチのあり方が一つの課題であることが示唆された．
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表19 補聴器適合・補聴支援システムの適応をした場合の措置

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

ANSD APD 合計

① 療育・言語指導は自院内の施設で実施 ９ １４ ２８ ２５ １ １ ７８
② 療育・言語指導は言語聴覚士がいるほかの
医療機関で実施

１ ４ １４ ８ １ ２８

③ 療育・言語指導は自院以外の療育機関・
教育機関で実施

１ １８ ５９ ３５ ２ １１５

④ まだ療育を実施していない ４ ３ １２ ２ ２１

合計 １５ ３９ １１３ ７０ ４ １ ２４２

表２０に補聴器および補聴支援システムを購入した際の公的助成制度の利用についてまとめた．多くの症例が障害者総
合支援法による補装具費支給制度や各自治体による軽中等度難聴児補聴器助成事業を利用していたが，軽度難聴にもか
かわらず身体障害者手帳が交付された例が１例あり，高度難聴にもかかわらず軽中等度難聴児補聴器助成事業が利用さ
れた３例があった．なお，中等度難聴の「⑤ そのほか」のうちの１例は人工内耳を適応するために補聴器が貸し出さ
れており，高度難聴の「⑤ そのほか」のうちの２例には人工内耳の手術がすぐに施され補聴器適合を実施していない
という回答であった．

表20 補聴器適合・補聴支援システムを購入する際に利用した制度

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

ANSD APD 合計

① 身障手帳を交付して公的助成制度を
利用した

１ １４ ５３ ３ ７１

② 軽中等度難聴児補聴器助成事業を
利用した

９ ３３ ８１ ３ １ １２７

③ ①②を利用しようとしたが認可されず
自費購入

１ ２ １ ４

④ ①②を申請せず自費購入・自己調達 ２ １ １ ４
⑤ そのほか ２ ３ ７ ８ ２０
無回答 １ ９ ６ １６

合計 １５ ３９ １１３ ７０ ４ １ ２４２

６） 他院で難聴が疑われていた例について
最後の設問として他院で難聴と疑われながら補聴器適合や療育の適応に至らなかった例に該当するかどうか，難聴を
疑われてから治療方針の変更までの期間と合わせて回答を求めた（表２１）．
１３８例（１５．５％）が他院で難聴を疑われながら，補聴器適合や療育・教育の適応を受けていなかった．これを両側難
聴例に限ってみてみると，両側難聴３８９例のうち８１例（２０．８％）が他院で難聴と疑われながら補聴器適合や療育・教育
の適応を受けていなかった例に該当した．このうち３８例（９．８％）は難聴を疑われて方針変更までに１年以上を要して
いた．特に中等度難聴の１２例は方針変更までに２年以上を要しており，学会としても対応を検討していくべき課題と考
えられる．
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表21 他院で難聴を疑われながら，補聴器適合や療育の適応にならなかった児に該当するかどうか

片側
難聴

軽度
難聴

中等度
難聴

高度
難聴

ANSD APD
機能性
難聴

合計

該当しない ３５０ １２９ １１０ ６４ ６ ２１ ５７ ７３７

該当する
難聴を疑われて３カ月以内に受診
難聴を疑われて３カ月を超えて
６カ月以内に受診
難聴を疑われて６カ月を超えて
１年以内に受診
難聴を疑われて１年を超えて
２年以内に受診
難聴を疑われて２年を超えて受診

４５
２８

６

１

４

６

３５
１８

３

１

６

７

３２
１０

２

２

６

１２

１４
４

１

２

５

２

３
２

１

１
１

８
８

１３８
７１

１２

６

２２

２７

無回答 ７ １ ４ １ １３

合計 ４０２ １６５ １４６ ７８ ９ ２２ ６６ ８８８

ま と め
１） 全国の精密聴力検査機関と二次聴力検査機関から，１～６歳で初診をした片側難聴４０２例，両側難聴３８９例，

ANSD９例，APD２２例，機能性難聴６６例が報告された．
２） 両側難聴３８９例は１～６歳の人口１万あたり０．６８人に相当する．
３） 家族が難聴を疑って受診をした例が多いが，主訴が「ことばが遅い」という例も多かった．片側難聴と軽度難聴

および中等度難聴では保育園や幼稚園で気付かれた例もあった．
４） １歳６カ月児健診と３歳児健診の結果が精査機関で確認されていない例が多かったが，確認された例では健診結

果がパスとなっていた例が多かった．
５） 補聴器の適合状況，療育・教育の適応の有無について問題のある例が中等度難聴に多くみられた．難聴を疑われ

ながら実際にアプローチされるまでに時間を要した例も中等度難聴に集中しており，中等度難聴に対するアプロ
ーチのあり方は検討されるべき課題と考えられた．

参 考 文 献
１）日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会 : 新生児聴覚スクリーニング後・乳幼児健診後の聴力検査機関一覧. http ://www.
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２）Muse C, Harrison J, Yoshinaga―Itano C, et al : Supplement to the JCIH 2007 position statement : principles and
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1324―e1349.
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